
Ⅰ．平成１８年度住宅局関係予算概算要求の基本方針

○ 昨年１０月の新潟県中越地震、本年３月の福岡県西方沖地震など、

近年、大規模地震が頻発しており、地震防災対策の強化の必要性が改

めて認識されている。このような中で、本年３月、中央防災会議で決

定された地震防災戦略においては、東海地震等による被害想定につい

て今後１０年間に死者数及び経済被害額の面で半減させる対策の主要

な柱として住宅等の建築物の耐震改修の促進が位置づけられたところ

であり、耐震改修促進法の改正を含め、建築物・住宅市街地の地震防

災対策を総合的に推進していくことが必要である。

○ また、昨年１２月に策定された「住宅政策改革要綱」において、平

成１８年度は改革の第２年次と位置づけられ、「新たな住宅政策の方

向性を示す制度的枠組みの整備」を行うこととなっている。具体的に

は、平成１８年通常国会に、基本理念や各主体の責務・役割、新しい

計画体系等住宅政策の基本方向を示して総合的にとりまとめる住宅基

本法案を提出することとしており、新たな枠組みのもとでの住宅セー

フティネットの機能向上が求められる。

○ さらに、地方都市における全国共通の課題として喫緊の対応が求め

られている中心市街地の再生についても、その大きな要因が①中心市

街地における居住人口の減少、②学校、病院、行政機関等の郊外移転、

③大規模集客施設の郊外部への大量立地等にあるとされているところ

から、大規模集客施設等の郊外立地に歯止めをかける都市計画・建築

規制の見直しと併せて、中心市街地において失われた居住人口や各種

の都市機能を取り戻し、にぎわいを回復するための取り組みを総合的

に展開していくことが求められている。

○ このため、平成１８年度の住宅局予算は、

・建築物・住宅市街地の地震防災対策の推進

・住宅セーフティネットの機能向上

・街なか居住の推進等による中心市街地の再生

に最重点を置くとともに、

・ユニバーサルデザインのまちづくり

・住宅市場整備の推進

についても重視する。なお、併せて基本方針２００５に示された重点

４分野への重点化を行う。
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事業費・国費

（単位：億円）

区 分 倍率 国 費 倍率事 業 費

住宅都市環境整備 55,394 0.89 12,589 1.14

住 宅 対 策 42,851 0.84 8,959 1.10

都市環境整備 12,543 1.14 3,629 1.29

市 街 地 整 備 11,466 1.16 3,081 1.36

道路環境整備 1,077 0.99 548 1.00

※計数は、四捨五入を行ったため合計が合わないことがある。

財政投融資等

（単位：億円）

区 分 18年度要求額 前 年 度 対前年度倍率

財政投融資等 ５６，４０４ ６０，７５９ ０．９３

行 政 経 費

（単位：千円）

区 分 18年度要求額 前 年 度 対前年度倍率

行 政 経 費 , , 1,909,682 １．０４1 989 556
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